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03 民生費

01 社会福祉費

01 社会福祉総務費
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住宅緊急特別措置事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

地域福祉の充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

00008,314

8,3148,3148,3140

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 8,3144 122共済費 国庫 02 02 04 001
7 889賃金 生活保護適正実施事業費補助金
11 61需用費
12 90役務費
20 7,152扶助費
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大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源
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節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

これらの者の住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行う。(平成24年度まで実施予定)

　就労能力と就労意欲があって、住宅を喪失している又は喪失するおそれのある者に対し

　率（56.7％）×世帯主である者の割合（39.3％）×申請率（0.1）＝33人
　完全失業者数（4,401）×他施策の対象とならない者の割合（33.4％）×不動産非保有
　対象者数の推計

限とする。
　単身世帯：34,000円、２～６人世帯：44,000円、７人以上世帯：53,000円をそれぞれ上

するおそれのある者に対して、住宅手当を支給（１人につき最長６ヶ月）することにより
　離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者又は喪失

　　複数世帯：44,000×7人×6月＝1,848,000円　　　　計；7,152,000円
　　単身世帯：34,000×26人×6月＝5,304,000円
　住宅手当（対象者33人の内訳を、単身：複数＝8：2で見込んで計算）

て住宅手当を支給することにより、就職活動に打ち込むことができる。

　生活保護適正実施事業費補助金　国庫補助10/10
　（セーフティネット支援対策等事業費補助金）
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